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一

般

質

問

小磯利雄 議員

小
磯

①
今
後
の
行
政
運
営
・
改

革
全
般
の
具
体
的
策
は
。

②
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・

コ
ー
ス
ト
構
想
、
戦
略
と

し
て
今
後
の
展
開
概
要

は
。

　

事
業
名
・
予
算
等
は
。

③
駅
東
側
一
期
二
期
及
び

農
業
ゾ
ー
ン
開
発
が
公
約

に
入
っ
て
い
ま
せ
ん
が
ど

の
よ
う
に
な
る
の
で
す

か
。

④
今
後
４
年
間
町
民
と
の

約
束
、
生
活
再
建
・
安
心
・

教
育
・
発
展
・
情
報
の
選

挙
公
約
「
前
進
」
に
つ
い

て
お
知
ら
せ
下
さ
い
。

①復興需要などで、現時点では健全性を確保し
ていますが、人口減少や公共施設の老朽化対策、
地域創生への取り組みなど財政需要が見込まれ
ます。持続可能な財政運営の実現に向け、事業
の選択と集中など適切な財政運営はどのように
考えていますか。
②本町における予算編成の基本及び優先項目は。

本町の米づくりについて、

①震災後、５年比較での収量・内容は。

②カメムシ被害が増大し防除対策が追い付いていない。震

災以前、冬眠中の駆除が目的の「土手焼き」の再開は。

③国は４つの農業改革のもと、世界に通用する規模の拡大

等にシフトしていますが、中山間地の多い本町農家は自立

が困難な状況にある。町として生活環境整備・保全管理等

に独自施策を進めるべきではないですか。

①歳入に見合った財政運営を年頭に、必要性や
効果等の十分な検討、事業選択や積極的な見直
し等、計画的な予算執行に努めることで持続可
能な自立した財政運営ができるものと考えます。
②復興・再生事業を最優先、必要な財源措置は
国へ要請、事業の必要性・優先度を十分に検証
し限りある財源を重点的かつ効果的に活用する
ことを基本方針とし、認定こども園整備、森林
再生、ほ場整備、小滝平浄水場整備を優先項目
と考えています。

①町は、平成25年度より営農を再開し、

平成25年は110ha、収量547ｔ、

平成26年は157ha、収量818ｔ、

平成27年は161ha、収量791ｔ、

平成28年は161ha、収量788ｔ、

平成29年は163ha、収量844ｔの収量がありました。

②安定している放射性物質の流出が懸念され、研究を行って

いる国県と協議していきます。 

③国の制度を活用し、活動の支援を行い多面的機能の確保や

地域の活性化を図るとともに、地域の農用地、水路等保全管

理の共同活動、農地の集積を後押ししており、支援の対象と

なっていない農地は町の支援を検討したいと考えます。

今
後
の
具
体
策
・
町
民
と
の
約
束
は

町
長
／
復
興
か
ら
創
生
へ
全
身
全
霊
取
り
組
む

行政運営

　

町
長

①
地
域
包
括
ケ
ア
や
新
た

な
雇
用
の
創
出
、
駅
西
側

の
商
店
街
再
生
・
活
性
化

を
進
め
、
魅
力
あ
る
農
業

に
取
り
組
み
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
居
住
エ
リ
ア

整
備
、
地
域
ぐ
る
み
の
教

育
・
子
育
て
や
将
来
の
人

材
育
成
に
努
め
ま
す
。

②
新
た
な
住
宅
団
地
整
備

に
着
手
し
て
い
ま
す
。

③
第
一
期
は
、
新
た
な
ま

ち
づ
く
り
の
構
築
、
雇
用

の
確
保
や
地
域
経
済
の
活

性
化
を
、
第
二
期
は
、
住

宅
用
地
整
備
の
た
め
、
用

地
取
得
を
進
め
、
近
代
農

業
ゾ
ー
ン
は
、
地
権
者
や

地
域
住
民
の
意
向
を
充
分

反
映
し
た
土
地
利
用
を
進

め
ま
す
。

④
免
除
措
置
や
無
料
措
置

の
継
続
を
強
く
要
望
し
、

小
滝
平
浄
水
場
の
改
修
等

生
活
基
盤
を
整
え
、
追
加

的
除
染
、
医
療
環
境
向
上
、

福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
防
災
拠

点
整
備
事
業
を
推
進
し
安

心
の
確
立
を
、
ま
た
教
育

環
境
の
充
実
、
子
育
て
し

や
す
い
町
づ
く
り
、
さ
ら

に
継
続
的
な
財
源
確
保
、

農
業
経
営
基
盤
の
安
定
化

等
発
展
、
町
政
情
報
の
共

有
・
発
信
に
努
め
ま
す
。

財政運営 米づくり

持続可能な財政運営の実現に向けた考えは
町長／歳入に見合う計画的な予算執行

米づくりの取り組み、独自施策を進めよ
町長／国の制度対象以外は町の支援を検討

小磯 小磯

町長 町長

産業厚生
常任委員会

総務文教
常任委員会

平成29年9月27日（水）～29日（金）

宮崎県東諸県郡綾町

～自然生態系農業（有機農業）の取り組みを学ぶ～

～道の駅の地域振興及び防災拠点としての役割を学ぶ～

平成29年10月 4日（水）～6日（金）
　栃木県／道の駅みぶ、道の駅みかも　
　群馬県／道の駅川場田園プラザ、道の駅みなかみ水紀行館
　新潟県／道の駅ちぢみ里おぢや
　福島県／道の駅猪苗代

 

宮
崎
県
綾
町
は
消
費
者

の
健
康
と
文
化
的
な
生
活

確
保
と
健
全
な
土
づ
く
り

に
よ
り
、
農
業
の
振
興
を

図
る
こ
と
を
目
的
に
「
自

然
生
態
系
農
業
の
推
進
に

関
す
る
条
例
」
を
制
定
、

自
然
生
態
系
農
業
の
基
準

と
認
証
方
法
な
ど
、
町
が

責
任
を
持
っ
て
本
物
の
野

菜
を
提
供
し
て
行
く
シ
ス

テ
ム
を
確
立
し
て
い
ま

す
。

　

道
の
駅
が
道
路
利
用
者

へ
の
安
全
で
快
適
な
道
路

交
通
環
境
の
提
供
、
地
域

に
対
す
る
振
興
寄
与
を
目

的
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら

交
流
人
口
を
増
や
し
地
域

の
経
済
効
果
に
大
き
な
役

割
を
期
待
で
き
る
反
面
、

地
域
力
を
活
か
し
た
運
営

が
出
来
な
け
れ
ば
負
の
施

設
と
な
る
可
能
性
を
併
せ

持
つ
実
態
を
調
査
で
き
ま

し
た
。

　

ま
た
、
道
の
駅
は
ト
イ

レ
や
駐
車
場
及
び
ヘ
リ

ポ
ー
ト
等
の
大
き
な
敷
地

を
持
つ
防
災
拠
点
に
位
置

づ
け
る
こ
と
で
、
東
日
本

　

地
理
的
・
自
然
条
件
を

巧
み
に
掴
み
、
適
材
適
切

に
行
政
が
リ
ー
ド
さ
れ
た

「
町
ぐ
る
み
の
取
り
組
み
」

の
成
功
例
を
享
受
し
て
き

ま
し
た
。

　

本
町
に
お
け
る
行
政
・

議
会
・
農
業
団
体
・
消
費

者
等
の
連
携
取
り
組
み
、

政
策
策
定
の
重
要
性
を
認

識
す
る
上
で
、
大
変
貴
重

な
視
察
研
修
で
し
た
。

大
震
災
時
に
自
衛
隊
の
前

線
基
地
や
消
防
・
警
察
の

拠
点
と
な
り
、
救
援
物
資

の
中
継
基
地
と
し
て
使
用

さ
れ
、
更
に
は
情
報
通
信

設
備
や
非
常
用
備
蓄
品
を

提
供
し
被
災
者
の
「
一
時

避
難
所
」
と
し
て
活
用
さ

れ
多
く
の
人
命
を
救
い
被

災
者
の
拠
り
所
と
な
っ
た

事
実
も
知
る
こ
と
が
で
き

ま
し
た
。

　

今
回
の
視
察
を
通
し

て
、
地
域
に
お
け
る
「
道

の
駅
の
役
割
」
を
ど
の
様

に
考
え
、
整
備
計
画
を
進

め
る
必
要
が
あ
る
か
学
ぶ

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

担当者から有機農業について説明を受ける（宮崎県綾町）

村の人口の３倍の人が訪れる「道の駅」（群馬県川場村）

町政を問う


